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はじめに 

 
この財政白書は、佐世保市財政の状況を明らかにし、今後の財政運営の課

題を抽出することによって、健全な財政運営を継続していくこととともに、

市民のみなさまに公表することによって市政に対する理解と関心を持って

いただくことを目的としています。 

 本書は次の３部から構成されています。第 1 部では平成 21 年度決算に基

づく財政状況の概要について、第 2 部では平成 21 年度の財政運営の詳細

な内容をその分析も含め説明しています。第 3 部では、参考にしていただ

けるよう分析に利用した資料を掲載しています。 

 

なお、佐世保市の歳入及び歳出は、一般会計と特別会計、企業会計に区分

して経理されていますが、市の財政状況を把握しようとするときは、経年や

他都市との比較がしやすいように、国の基準に基づく全国標準の「普通会計」

及び「地方公営事業会計」に置き換えています。 

 本書では、この「普通会計」での決算状況を基に説明をおこなっていきま

す。 
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第１部 佐世保市の財政状況 
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 第 1 部では、平成 21 年度決算を踏まえ、現状の財政状況がどのようになっ

ているか明らかにします。 

 平成 21 年度においては、平成 22 年 3 月 30 日に江迎町、鹿町町と合併し

たことにより、決算規模（歳出）は 20 年度と比較して 21.5％の増加となって

います。 

 普通会計決算においては、当該年度中に市町村合併を行った場合、合併市町

村の普通会計決算額を純計することとなっているため、平成 21 年度決算額は

合併市町村の純計決算額です。従いまして、前年度との増減比較については、1

市 2 町の純計決算額を用いています。 

 

１．佐世保市財政の状況 
  

●平成 21 年度の決算収支 

 

         歳入：１，２１６億０，７７７万円 

         歳出：１，１７３億５，２１４万円 

         収支    ４２億５，５６３万円 

 

歳入、歳出それぞれの平成 21 年度決算額は上記のとおりです。近年は歳

出削減を継続していることから、歳入、歳出ともに近年減少傾向にありまし

たが、平成 21 年度においては、歳入、歳出ともに 14％程度の大きな増加

となっています。これは合併以外の特殊要因として、定額給付金給付事業や

地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業など国の補正予算に伴う経済雇用

対策に加え、佐世保地域広域市町村圏組合の解散に伴う構成団体への返還金

や長崎県市町村振興協会市町村配分金の増額などがあったことによるもの

です。収支は４３億円となり、繰越事業の財源を差し引いた実質収支は 38

億円となっています。さらに、前年度繰越金、基金積立金、市債の繰上償還

を除いた実質単年度収支は 18 億円と黒字になっています。特殊要因である

佐世保地域広域市町村圏組合の解散に伴う構成団体への返還金などを財源

とし財政調整基金に積み立てを行ったことにより前年度（5 億円）より黒字

幅が大きく拡大しました。 
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 ●財政構造の弾力性 

 

① 経常収支比率 

 

佐世保市が社会情勢や行政需要の変化に適切に対応していくためには、財

政運営において一定の弾力性が確保されていなければなりません。財政分析

において弾力性の度合いを判断する場合、経常収支比率が用いられます。 

 経常収支比率は、毎年経常的に収入される財源（地方税・交付税など）が

毎年経常的に支出される経費（人件費・扶助費など）にどの程度の割合で使

われているかをみる指標です。この数値が低いほど、経常的に支出される経

費につかわれる経常的な収入が少なく、その分弾力性が確保されていると判

断することができます。 

 

近年、経常収支比率は少子高齢化社会の到来による扶助費等の社会保障関

連経費が増加していることで、全国的に高い水準で推移しています。佐世保

市においては、人件費、公債費の削減を行うことで抑制を図っていますが、

平成 16 年度以降毎年度上昇していました。平成 21 年度においては、経常

経費に充当する一般財源は扶助費、補助費等を除き増加したことで６．８億

円増加しましたが、経常一般財源（歳入）は、臨時財政対策債を含む実質的

な普通交付税が 21.2 億円増加したことなどから１２．８億円増加しました。

これにより比率は０．７％減少しています。 

 

経常収支比率：８７．４％（20 年度８８．１％） 

 

         全国自治体平均：９２．８％（平成 20 年度決算） 

         類似団体平均 ：９１．１％（平成 20 年度決算） 

 

② 実質公債費比率・起債制限比率・公債費負担比率 

 

地方債の元利償還金等の公債費は、特に弾力性に乏しい経費であることか

ら、財政運営における弾力性をみる場合、その動向に留意する必要がありま

す。その公債費による負担度合いを判断する指標として実質公債費比率・起

債制限比率・公債費負担比率があります。 

 

起債制限比率は標準財政規模（国の基準により人口・面積等の状況に応じ
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て標準とされる財政規模；標準税収入に普通交付税と臨時財政対策債を加え

た額）に占める公債費の割合で求めます。その際、標準財政規模と公債費双

方から、普通交付税の基準財政需要額に算入される額を控除することとされ

ています。 

この比率を他都市と比較することにより、公債費負担がどの程度市の財政

を圧迫しているかをみることができます。 

 

実質公債費比率は、平成 18 年度に従来の起債制限比率を見直して新たに

設けられた指標です。起債制限比率を算出する際の公債費に加え、公営企業

の元利償還金への一般会計からの繰出し等の公債費類似経費を算入するこ

とになっています。このことにより実質的な公債費の把握ができることとな

ります。 

 

公債費負担比率は、一般財源総額（地方税・交付税等市が自由に使える財

源）に占める公債費に充てた一般財源の割合で求めます。この指標で公債費

がどの程度一般財源の使途の自由度を制約しているかをみることができま

す。 

 

実質公債費比率及び起債制限比率は、償還額に占める交付税措置率の高い

起債である合併特例債（1.3％→5.3％）、臨時財政対策債（8.8％→10.3％）

の割合が増えたこと等の理由により減少しました。公債費負担比率は、公債

費に充てた一般財源額が減少したこと、また、交付税等の増額により一般財

源総額が増加したことで、比率は下がる結果となりました。 

 

実質公債費比率 １３．８％ 対前年度 0.3 ポイント減 

起債制限比率 １０．８％ 対前年度 0.1 ポイント減 

公債費負担比率 １６．６％ 対前年度 1.5 ポイント減 

 

         ※実質公債費比率 

全国市町村平均：１１．８％（平成 20 年度決算） 

         類似団体平均 ： ８．６％（平成 20 年度決算） 
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●借入金残高と基金残高 

  

 平成 21 年度末における市債現在高と基金現在高は下記のとおりです。市

債現在高は市債発行額を元金償還額が上回らないようにしていることから

平成 20 年度末から 27 億円（2.1%）減少しています。 

 

市債現在高 125,151 百万円 市民一人当たり 47 万円 

基金現在高 16,696 百万円 市民一人当たり  6 万円 

 

佐世保市が将来負担しなければならないのは市債の償還のみではありま

せん。ほかに債務負担行為の一部、公営企業債の償還、退職手当などがあり

ます。健全化判断指標の一つ「将来負担比率」ではそれら将来負担しなけれ

ばならない経費を包括的に捉えています。詳しくは第 2 部２３ページから

２５ページをご覧ください。 

 

２．決算の総括 
 

 ●決算の背景 

①経済の状況 

日本経済は、平成２０年９月のリーマンショック後に急速な景気悪化に

陥りましたが、平成２１年春ごろには景気に持ち直しの動きが見られるよう

になりました。その後も持ち直し傾向は続いていますが、輸出とこれまでの

経済対策にけん引されたものであり、前年度よりは幾分改善するものの、自

立的な回復といえる状況には至っていません。 

佐世保市経済の状況は、国の景気が持ち直しているとされる中、企業倒

産の減少など明るい動きもありましたが、総じて回復基調とは言い難い状況

でありました。企業倒産については、前年度は大型倒産の影響により大幅に

増加したものの、本年度は件数で１９件減の２０件、負債総額で８７９億円

減の７０億円と、平成１８年度以来の低水準となりました。 

雇用情勢については、有効求人倍率が、前年度の平均０．５４倍から０．
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３８倍へ悪化しています。 

 

 

②地方財政の状況 

平成２１年度の地方財政計画の規模は、８２兆５，５５７億円、前年度比

８，４５７億円（１．０％）減となっており、前年度を下回ることとなり

ました。平成２１年度においては、「基本方針２００６」等に沿って引き続

き歳出の抑制に努めつつ、地域雇用創出推進費など必要な経費が計上され

ました。前年度を下回ったのは、社会保障関係費を中心に一般行政経費（補

助）が増えているものの、投資的経費が減になるなどの歳出の減要因があ

るためです。また、その後の補正予算において、極めて厳しい地方財政の

現状を踏まえ、「地域活性化・公共投資臨時交付金」（１兆３，７９０億円）

及び「地域活性化・経済危機対策臨時交付金」（１兆円）が創設され、さら

に政権交代後の第二次補正予算においては、地方公共団体によるきめ細か

なインフラ整備等を支援する交付金５，０００億円が創設されています。 

 

●決算の総括 

    

収支は黒字となっています。歳出は、国の経済対策である定額給付金事

業などにより補助費等が前年度比８４．２％増、投資的経費においては大

型事業の進捗に加え国の補正予算に伴う交付金事業により普通建設事業費

が前年度比１６．４％増加したことで増加、義務的経費も前年度比２．３％

増加し、歳出全体では１４．２％増加しました。歳入では地方税が前年度

の特殊事情もあり減少しておりますが、交付税が地方財政対策における地

方雇用創出費などの創設などにより普通交付税が前年度比３．７％増、国

の二度の補正予算による経済対策により国庫支出金が前年度比５３．１％

増、佐世保地域広域市町村県組合の解散に伴う返還金により財産収入が前

年度比２７９．３％増加し、歳入全体では１３．７％増加しています。財
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政構造の弾力性はやや回復したものの自主財源の比率はやや後退していま

す。 

また、平成１９年度以降市債の発行額を元金償還額の範囲内に抑えてい

ることで地方債残高は２．１％減少しています。基金残高については、財

政調整基金残高を標準財政規模の５％以上とすることを持続可能な財政運

営の成果目標としていますが、平成２１年度は佐世保地域広域市町村県組

合の解散に伴う返還金等を財政調整基金に積立てていることで９．１％と

なっていますが、その特殊要因を除いても５．９％と目標を達成していま

す。また、基金残高全体についても合併引継などの特殊要素を除いても前

年度並を確保しています。よって、平成２１年度については総じて堅調な

財政運営ができたものと考えています。また、健全化判断比率及び資金不

足比率は、全ての指標において国の基準を下回っており、本市は健全段階

にある状況です。 
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３．健全化判断比率の状況 
 

健全化判断比率には、「実質赤字比率」、「連結実質赤字比率」、「実質公債

費比率」、「将来負担比率」の４指標があります。資金不足比率は、水道や病

院などの公営企業毎に算定します。指標の１つが一定の基準を超えると、健

全化計画の策定や国等の関与による再生を行う必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「実質赤字比率」と「連結実質赤字比率」は、赤字が発生していないため数

値なしとなっています。「実質公債費比率」は、１３．８％と昨年と比べ０．３

ポイント減少しています。これは、市債発行にあたっては、従来から交付税措

置の有利なものを優先充当している結果、償還額に占める交付税措置率の高い

起債である合併特例債、臨時財政対策債の割合が増えたことによるものです。

「将来負担比率」は、９５．４％と昨年と比べ１４．８ポイント減少し、数値

が好転しています。これは、財政運営上の基本方針として、原則として市債発

行額が元金償還額を上回らないようにしていることにより地方債残高が減少し

たことが主な理由です。 

 

佐世保市における各指標は基準値を大きく下回っています。これは、佐世

保市が堅実で効率的な財政運営を行ってきたことを証明しています。 

今後は、扶助費などの義務的経費が増加する中、学校などの耐震化や企業

誘致なども進めていかなければなりません。自主財源に乏しい本市が、健全

な行政運営を継続していくためには、これからも行財政運営の効率化に取り

組み、さらなる効率化を図っていく必要があります。 

・自主的な改善

努力による財政

健全化 

早期健全化 

・国等の関与に

よる確実な再生 

財政の再生 

・指標の整備と

情報開示 

健全段階 

（
財
政
悪
化
） 

（
健
全
財
政
） 

公営企業の健全化 

（早期健全化基準）   （財政再生基準） 
（経営健全化基準） 



 

- 12 - 

 平成 21 年度決算に基づき算定した各種指標は、下表のとおりです。 

指標 
早期健全

化基準 
財政再生

基準 
説明 

実質赤字比率 
－％ 

（赤字なし） 

11.25％ 20.00％ 一般会計等の実質赤字の標準財政規模※1 に対する

比率  
△3,749 百万円 

58,759 百万円  
※実質収支が黒字の場合負の値で表示 

連結実質赤字比率 
－％ 

（赤字なし） 

16.25％ 40.00％ 
 

全会計（企業会計を含む）を対象とした実質赤字

の標準財政規模に対する比率  
△14,595 百万円 

58,759 百万円  
※連結実質収支が黒字の場合負の値で表示 

実質公債費比率 

１３．８％ 

25.0％ 35.0％ 一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規

模に対する比率（3 ヵ年平均） 
7,320 百万円            

49,244 百万円 
  
6,742 百万円 

49,788 百万円  
6,627 百万円 

50,072 百万円 
将来負担比率 

９５．４％ 

３５０．０％ 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準

財政規模に対する比率 
 
47,781 百万円 
50,072 百万円 
 

資金不足比率 
－％ 

（資金不足なし） 

経営健全化基準 
公営企業ごと 
２０．０％ 

企業毎の資金不足額の事業の規模に対する比率 
 
水道事業の場合 
 
 
 
 
※各会計の資金剰余額 

水道事業  1,249 百万円 
下水道事業  2,634 百万円 
交通事業    1,084 百万円 

総合病院事業  3,710 百万円 
卸売市場事業       4 百万円 

交通船事業      9 百万円 
集落排水事業      ０百万円 
風力発電事業   0 百万円 

※標準財政規模：国の基準により人口・面積等の状況に応じて標準とされる財政規

模；標準税収入に普通交付税と臨時財政対策債を加えた額 

△1,249 百万円 
5,058 百万円 

※収支が黒字の場合負の値で表示 
×100 ＝（△24.5） 

×100 = （△6.37） 

×100 

×100 = （△24.83） 

×100 

×100 

（19） 

（20） 

（21） 

×100 
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４．佐世保市財政の動向と財政運営 
 

 ●財政見通しと実績について 

     
 本市では、「政策」、「財政」、「運営」の連携し、バランスのとれた行政経営を

進めていくため、平成１８年９月に「佐世保市行財政改革基本指針及び実施計

画（集中改革プラン対応版）」を作成し、将来にわたって安定した行政サービス

を提供し続けるための前提となる健全な財政運営に向け、取り組みを進めてい

ます。 

  

財政運営を持続していくためには、年ごとに多少の凸凹はあるものの、基本

的には毎年の収入（歳入）で毎年の支出（歳出）を賄うということが原則とな

ります。貯金を当てにし、取り崩しを行っているといずれ貯金はなくなってし

まい、その後は、行政サービスの急激な縮小あるいは低下が避けられない状況

に陥ってしまいます。 

 

そのため、平成１８年度から２２年度までの中期的な財政見通しを行い、収

支が不足する分については、収入を増やす、支出を減らすという両面から現在

のやり方を見直すことで、「貯金の残高を減らさない」ということを財政運営上

の目標に掲げています。 

 

平成２２年３月３１日の北松浦郡江迎町、鹿町町との合併により、会計規模

が増加したため、合併前に策定した計画との比較分析は主に構成比により行う

こととします。 

 

歳入については、平成１９年度に実施された税源移譲により市税が増加して

いますが、合併等もあり構成比は若干減少しています。地方交付税（臨時財政

対策債を含む）は、合併による影響とともに地方財政対策による地方財源の充

実もあり、額、構成比ともに増加しています。また、国の経済対策等により、

国・県支出金の構成比が高くなる一方、臨時財政対策債を除けば、市債の発行

は計画を下回っています。 

 

歳出については、人件費、扶助費などの義務的経費の構成比が５０％以下の

水準（４７．０％）になったこと、また、普通建設事業費の構成比が国の経済

対策の効果的活用等もあり、計画を上回ったことなどから、総じて財政構造の
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健全性は向上したと言えます。 

 

また、目標である貯金（財政調整基金及び減債基金）の残高は８５億３，６

００万円で、前年度末と比べ、２４億４，９００万円、４０．２％の大幅増と

なっています。 

これは佐世保地域広域市町村圏組合の解散に伴う返還金や市町村振興協会配

分金を財源とした基金の造成に加え、合併町からの引き継ぎによるもので、こ

れらの特殊要素を除いても、ほぼ前年度並みの６０億７，０００万円の基金規

模を維持することができました。 

このようなことから、平成２１年度においては、堅調な財政運営により、「単

年度収支の均衡による収支不足の解消」という目標は概ね達成できたものと考

えています。 

 

今後も持続可能な財政運営に向け、市役所一体となってこのプランの着実な

実践に努めていきます。 

 

※詳細は「佐世保市財政白書 資料編」に掲載しています。 

 

 ●今後の財政運営 

 

地域経済の脆弱な佐世保市は、都市と地方の格差が拡大するなか、地方交

付税も地方全体で総額抑制の傾向が続いている状況では、一般財源の必要量

の確保は厳しい状況にあります。急速に進む少子高齢化など佐世保市の将来  

に向けた諸課題が山積しているなか、まちづくりの将来像「ひと・まち育む

“キラっ都”佐世保」の実現に向け的確に対応することが求められています。 

限りある財源を活用する前提として、従来にも増して行政評価を活用した

施策の点検を行い、集中改革プランに掲げた目標を確実に実行することによ

り、無駄をなくし、一層の効率化を図るとともに、施策の実効性を最大限に

高める取り組みを徹底して行っていきます。 

 

【財政運営の目標】 

① 財政調整基金残高   ５％以上 

② 経常収支比率    ９０％未満 

③ 実質公債費比率   １８％未満 

④ 地方債残高     累増させない 

（市債発行額を元金償還額の範囲内とする。） 
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・第２部 平成２１年度の決算状況 
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１ 佐世保市財政の状況 
（１）決算規模 

 ・ 平成 21 年度の普通会計の決算額は、第１表のとおり、歳入が１４６億４，７９

５万円減（１３．７％増）、歳出が１４５億６，０７１万円減（１４．２％増）とな

っており、歳入歳出ともに１４％程度の大幅な増となっています。 

 ・ 歳入、歳出ともに平成 16 年度以降は減少傾向にありましたが、平成 21 年度は

合併以外の特殊要因として、定額給付金給付事業や地域活性化・経済危機対策臨時

交付金事業など国の補正予算に伴う経済雇用対策に加え、佐世保地域広域市町村圏

組合の解散に伴う構成団体への返還金や長崎県市町村振興協会市町村配分金の増額

などがあったことで歳入、歳出ともに大幅な増となっています。 

 

第１表 決算の概況 
（単位：千円、％） 

区 分 平成 21 年度 平成 20 年度 増減率 

歳 入 総 額 121,607,768 106,959,815 １３．７ 

歳 出 総 額 117,352,141 102,791,423 １４．２ 

歳入歳出差引額 4,255,627 4,168,392 ２．１ 

翌 年 度 に 
繰り越すべき財源 

498,815 786,680 － 

実 質 収 支 3,756,812 3,381,712 － 

単 年 度 収 支 375,100 95,988 － 

実質単年度収支 1,750,110 477,170 － 

 
 

（２）決算収支 

① 実質収支 

・ 実質収支の状況は、第１表のとおり、３７億５，６８１万円の黒字（前年度 

３３億８，１７１万円）で、昭和３５年度以降黒字が続いています。 

・ 実質収支比率（標準財政規模に対する実質収支の割合）は、前年度に比べると

０．6 ポイント増で６．４％となっています。 

 

② 単年度収支 

・ 単年度収支（実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額）は、３億７，５
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１０万円となっています。 

・ 実質単年度収支（単年度収支に財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還

額を加え､財政調整基金の取り崩し額を差し引いた額）は、１７億５，０１１万

円となりました。21年度の特殊要因として佐世保地域広域市町村圏組合の解散

に伴う構成団体への返還金（１２．６億円）、長崎県市町村振興協会市町村配分

金（５．９億円）を財源として財政調整基金に積み立てを行ったことにより、積

立金が大きく増加し、前年度より黒字幅が大きく拡大しました。 

 

（３）歳入 

① 歳入決算額 

歳入決算額は１，２１６億０，７７７万円で、前年度に比べ１３．７％増となっ

ています。決算額の推移及び内訳は「第４表 歳入の推移」（資料編５８ページ）の

とおりです。 

③  自主財源など 

自主財源の決算額は、前年度に特殊要素として個人市民税の所得割の増があった

ことでその特殊要素分の減などがあったものの、佐世保地域広域市町村圏組合の解

散に伴う構成団体への返還金による財産収入の増や長崎県市町村振興協会市町村配

分金、中小企業緊急経営対策資金の融資枠の増額に伴う預託収入の増により諸収入

が増加したことで前年度比１０．１％の大幅な増となりました。構成比については、

４３．８％と前年度比△１．４％となっていますが、これは、国の二度の補正予算

により定額給付金給付事業や地域活性化交付金事業による経済対策により国庫支出

金が大幅に増加したなどにより歳入決算規模が前年度比１３．７％と大幅な増とな

ったことで相対的に減となっています。 

一般財源の決算額は、地方税が前年度に特殊要素として個人市民税の所得割の増

があったことでその特殊要素分の減などで６億８，４２２万円の減となりましたが、

地方交付税について、平成 21 年度地方財政対策における地方雇用創出推進費の創

設や地方財政計画の歳入歳出の見直しを通じた地方財源の充実により 1 兆円が別枠

加算されたことなどにより、普通交付税が８．８億円増加したことなどから前年度

比０．４％増の６００億７，８１６万円となっています。 

歳入全体の構成比としては、地方税が最も大きな割合を占め、以下、地方交付税、

国・県支出金、地方債の順となっていますが、この順位は昭和６０年度以降ほぼ変

わりません。 

③ 主な歳入項目の構成比の推移 

・ 地方税の構成比は、昭和６３年度の３３．１％をピークとして微増減を続けて

います。平成２１年度は前年度比△４．０ポイント減の２４．２％となりました。 

・ 地方交付税の構成比は、２０％をはさんで増減を繰り返し、平成２１年度は、
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前年度比２．０ポイント減の２１．８％となっています。 

・ 一般財源の構成比は、平成１２年度、１３年度は地方交付税、利子割交付金が

大きく増加したことなどから５３．９％及び５４．１％となり、平成１４年度に

ついても、一般財源の額としては落ち込んだものの、財政規模の縮小により、５

３．４％と高い水準を保っていました。合併による地方交付税等の増によって、

合併後の平成１６年度は５５％を超える構成比となりましたが、平成１７年度以

降、三位一体改革に伴う国庫補助金の一般財源化、税源移譲等による地方税の増

があったものの、構成比率はそれほど変化しませんでした。また、一般財源の構

成比は平成６年度を除いて５０％超となっていましたが、平成２１年度は４９．

４％となりました。これは平成９年度以降、減税や地方譲与税の減少に加えて、

経済対策などによる国・県支出金、地方債等が増加したことから低下を続けてい

たところではありますが、平成２１年度については、国の二度の補正予算による

経済対策により国庫支出金が大幅に増加したことや佐世保地域広域市町村圏組合

の解散に伴う構成団体への返還金による財産収入の増や長崎県市町村振興協会市

町村配分金、中小企業緊急経営対策資金の融資枠の増額に伴う預託収入の増によ

り諸収入が増加したことなどの特殊要因が重なったことによるものです。 

・ 国・県支出金の構成比は、平成９年度からは経済対策、長崎国際大学開学支援

などにより上昇を続け平成１１年度に１２年ぶりに２０％超とりましたが、平成

１２年度、１３年度は１９．１％、１７．８％となり、さらに平成１４年度につ

いては、廃棄物処理施設整備、佐世保駅周辺再開発などの大型事業の終息などに

より前年度比１．０ポイント減の１６．８％と低下し、平成１５年度は児童扶養

手当の増などにより２０．２％にまで上昇しました。その後三位一体改革に伴う

国庫補助金改革により１８％前後に減少しましたが、平成１９年度においては大

型汎用コンピュータ刷新化に伴う合併推進体制整備事業や光センサーみかん選果

機導入補助等の影響により、平成２０年度においては定額給付金給付事業や地域

活性化・生活対策臨時交付金等の経済対策により、それぞれ１９．９％、１９．

１％と高い水準で推移しています。また、平成２１年度は国の補正予算による経

済対策で２０年度からの繰越の定額給付金給付事業や地域活性化・生活対策臨時

交付金、また、地域活性化・経済危機対策及び公共投資臨時交付金により２３．

０％と構成比は大きく上昇しています。 

・ 地方債の構成比は、昭和６０年度以降、大型事業の進捗により上昇傾向にあり

ましたが、平成６年度（１４．５％）をピークに低下傾向にあります。平成１８

年度は合併市町村振興基金積立に係る合併特例債の増があったため一時的に上昇

しましたが、平成 19 年度は８．８％、平成２０年度は７．５％、平成２１年度

も７．４％と３年連続で減少しています。 
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（４）歳出 

① 歳出決算額 

歳出決算額は１，１７３億５，２１４万円で、前年度に比べ１４．２％と大幅に

増となっています。 

② 目的別歳出 

・ 目的別歳出の推移及び構成比は、「第５表 歳出の推移（目的別）」（資料編６４

ページ）のとおりです。 

・ 主な目的別歳出の構成比は、民生費（２８．６％）、総務費（１５．２％）公債

費（１１．９％）、商工費（１０．２％）、土木費（９．８％）、の順となっており、

これらで全体の７５．７％を占めています。 

・ これらの増減率をみると、民生費が５．２％増、総務費が３９．３％増、公債

費が０．９％減、商工費が８２．７％増、土木費が５．６％増となっています。 

民生費は、社会福祉費、生活保護費などの扶助費の増などにより増となってい

ます。総務費については、基金造成費、高砂街区再整備事業、合併準備事業など

により増となっており、公債費については、近年の低金利の影響により償還利子

が減となったものです。商工費については、定額給付金給付事業、水族館整備事

業、中小企業融資制度事業、佐世保振興券発行事業などにより大幅に増となった

ものです。土木費については、公営住宅建設事業は減少しましたが、多目的国際

ターミナル整備事業などの港湾整備事業が増加したことなどにより増となったも

のです。 

また、災害復旧費については前年度比４４０．２％増、労働費においては前年

度比１６３．２％増と大きく増加していますが、災害復旧費は前年度が例年に比

べ特に少なかったことによるもので、労働費においては、経済雇用対策として県

の基金事業である緊急雇用創出事業、ふるさと雇用再生特別基金事業を実施した

ことによる増です。 

 

④  性質別歳出 

・ 性質別歳出の構成比は、「第６表 歳出の推移（性質別）」（資料編７０ページ）

のとおりです。 

・ 義務的経費は人件費（前年度比１．１％増）、扶助費（同５．８％増）及び公債

費（同０．９％減）であり、義務的経費のトータルで前年度比２．３％の増とな

りました。その構成比は、歳出総額の増などにより、前年度比５．３％減の４５．

９％となりました。 

・ 投資的経費は前年度比１８．４％増となっています。このうち普通建設事業費

は補助事業費については１２．８％減少しましたが、単独事業費においては、高

砂地区再整備事業、総合教育センター建設事業、水族館整備事業の増に加え、経
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済対策として臨時交付金を活用した事業を行ったことで前年度比３３．９％増と

大幅に増加しました。 

・ その他の経費は、補助費等（前年度比８４．２％増）、積立金（同７６．４％増）、

物件費（同１２．６％増）、維持補修費（同１３．０％増）、投資出資・貸付金（１

０．１％増）、繰出金（同４．０％増）となっており、全体として２９．８％増と

なっています。補助費等については、定額給付金給付事業、させぼ振興券発行事

業により、積立金については、佐世保地域広域市町村圏組合の解散に伴う構成団

体への返還金、長崎県市町村振興協会市町村配分金を財源とした財政調整基金へ

の積み立ての増により大幅な増となっています。 

 

・ 義務的経費の構成比は、平成１４年度以降、扶助費、公債費の増に伴い、増加

傾向となっている。 

一方、投資的経費の構成比は、平成１２年度以降、大型事業の終息などにより

低下傾向でしたが、平成１８年度は１４．７％（前年度比１．３ポイント増）、平

成 19 年度は１６．４％（同１．７ポイント増）と増加傾向となり、平成２０年

度は１３．８％（同２．6 ポイント減）、平成２１年度は経済対策等があり１４．

３％（同０．５ポイント増）となっています。また、投資的経費のうち普通建設

事業の内訳を補助事業費、単独事業費の別にみると、平成１３年度から９年連続

して単独事業費が補助事業費を上回っています。 

 

（５）財政構造の弾力性 

① 経常収支比率 

・ 平成２１年度の経常収支比率は、前年度より０．７ポイント減の８７．４％と

なり、平成 14 年度以降８０％を上回っています。 

・ その内訳は、人件費が２７．３％（前年度２７．６％）、公債費が２１．４％（同

２１．８％）、物件費が１２．５％（同１２．５％）などとなっています。 

・ 療養給付費負担金や介護給付費の増加に伴う後期高齢者医療事業、介護保険事

業会計繰出金などが経常経費一般財源の増加要因としてありましたが、市税が減

少したものの臨時財政対策債を含む実質的な普通交付税が増加したことなどから

歳入の経常一般財源が増額となり前年度を下回っています。 

・ 経常収支比率の推移は、「第３表 普通会計財政状況の推移」（資料編５２ページ）

のとおりです。 

・ 近年の推移をみると、一般財源の堅調な伸び、義務的経費の縮減に支えられて

昭和６０年度以降低下を続け、平成４年度には７１．３％まで低下しましたが、

一般財源の伸び悩みに加え公債費の増加もあって平成５年度から上昇に転じ、平

成７年度には８年ぶりに８０％台となっています。その後、普通交付税の増加、
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地方消費税交付金の創設などによる経常一般財源の増加によって、再び平成１０

年度から８０％を下回っていましたが、平成１４年度は、ハウステンボスの税収

減及び利子割交付金の減少に伴い経常一般財源（歳入）が大幅に減少し、８０％

を上回る結果となりました。その後扶助費等の社会補助費の伸びから年々増加し、

また平成 18 年度以降交付税が減少したこともあって徐々に上昇し、平成２０年

度は８７．８％（１市２町の合算値は８８．１％）と近年で最も高い数値となっ

ていました。平成２１年度については、普通交付税が増加したことなどから前年

度より減少しています。 

② 公債費負担比率及び起債制限比率 

ア 起債制限比率 

・ 平成２１年度の起債制限比率は、前年度比０．１ポイント減の１０．８％と

なりました。 

・ これは起債の発行を、原則として地方交付税措置のある有利な起債に限定す

るとともに発行額の抑制に努めたことによるものです。 

・ 近年の起債制限比率の推移は、「第３表 普通会計財政状況の推移」（資料編５

２ページ）のとおりで平成５年度に１０．２％にまで低下しましたが、その後

上昇に転じ、平成９年度、平成１０年度の１２．３％がピークとなっています。

その後は地方交付税措置のある有利な起債に限定するとともに発行額の抑制に

努めたことにより１１％前後で推移しています。 

イ 公債費負担比率 

・ 平成２１年度の公債費負担比率は、前年度と比べると１．５ポイント減の１

６．６％となっています。これは、一般財源等が増加（前年度比９．０％増）

し、公債費充当一般財源が減少（前年度比０．４％減）したことによるもので

す。 

・ 近年の公債費負担比率の推移は、「第３表 普通会計財政状況の推移」（資料編

５２ページ）のとおりです、起債制限比率の推移と同じく、平成５年度に１１．

２％にまで低下しましたが、その後、公債費の増加に伴い上昇に転じ、１５％

前後で推移していましたが、平成１３年度に１６．０％となり、平成１４年度

以降１６％を超えた状態にあります。このことで財政構造の硬直化が進んでい

ることが伺えます。 

ウ 実質公債費比率 

・ 平成２１年度の実質公債費比率は、前年度と比べると０．３ポイント減の１

３．８％となっています。単年度の比較においても０．３ポイントの減となっ

ており、これは、償還額に占める交付税措置率の高い起債の割合が合併特例債

で 1.3％→5.3％、臨時財政対策債で 8.8％→10.3％と増えたこと等の理由に

よるものです。 
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（６）将来負担比率 

一般会計等の将来負担比率は９５．４％となり、早期健全化基準の３５０．０％

を大幅に下回っています。 

これは標準的な税収入などの約０．９５倍が将来負担額であることを示すもので、

交付税措置のある有利な市債などを活用してきたことや、基金等の保有額が多いこ

とから良好な数値となっています。 

前年度との比較においては、１４．８ポイント減少し好転しています。原因とし

ては、財政運営方針として市債発行額が元金償還額を上回らないようにしているこ

とにより市債残高が減少したこと、退職手当負担見込額が対象職員の減と給与改定

の影響などで減少したこと、将来負担額から差し引く充当可能財源となる基金が増

加したことが主な要因です。 

健全化法の対象範囲は、「図解 健全化判断比率等の対象」（資料編８６ページ）

のとおりである。 

 

① �   地方債の現在高 

・ 一般会計等の平成２１年度末における地方債現在高は１，３１６億６，３２５

万円で、対分母比２６３％と最も多い割合を占めています。 

・ 近年の地方債現在高の目的別構成比及び借入先別構成比（普通会計ベース）の

推移は、「第２図 地方債現在高目的別構成比の推移」（資料編８８ページ）及び「第

３図 地方債現在高借入別構成比の推移」（資料編８９ページ）のとおりです。 

・ 地方債現在高の目的別をみると、一般単独事業債が最も大きな割合（２７．４％）

を占め、以下、臨時財政対策債（１９．８％）、教育・福祉施設等整備事業債（１

３．５％）、一般公共事業債（１３．４％）、公営住宅建設事業債（８．６％）、過

疎対策事業債（５．６％）、減税補てん債（４．７％）の順となっています。その

推移をみると、財源不足を補てんするための、いわゆる赤字地方債である臨時財

政対策債の伸びが大きいです。 

・ 地方債現在高の借入先別の構成比は、財政融資資金・郵政公社資金・地方公共

団体金融機構の公的資金が７８．７％を占め、市中銀行や保険会社などの民間資

金が２１．２％となっています。その推移をみると、臨時財政対策債の増発に伴

い財政融資資金が平成１６年度まで急増しています。しかし、政府資金の縮小や

起債発行額の縮減などにより、起債残高および政府資金の割合は減少してきてい

ます。 

 

② 債務負担行為に基づく支出予定額 

・ 債務負担行為に基づく平成２２年度以降支出予定額は、３０億６，５４７万円

であり、対分母比６％です。翌年度以降支出予定額を目的別にみると、アルカス
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ＳＡＳＥＢＯ用地取得費が最も多く１８億６，２４９万円で全体の６０．８％を

占め、次に西海パールシーセンター施設取得費６億３，１７５万円が全体の２０．

６％を占めています。目的別の内訳は、「第４図債務負担行為に基づく支出予定額」

（資料編９０ページ）のとおりです。 

 

③ 公営企業債等繰入見込額 

・ 公営企業債等繰入見込額とは、地方公営企業において償還する企業債のうち、

経費負担区分の原則等に基づき、一般会計等がその償還財源を負担すべきもので

す。繰入見込額は３１３億７，５５８万円であり、対分母比６３％と地方債残高

に次ぐ比率です。 

・ 各地方公営企業への繰入見込額は「第５図 公営企業債等繰入見込額」（資料編

９１ページ）のとおりで、下水道事業への負担が最も多く１８９億９，８００万

円，卸売市場事業の５３億８，０８５万円、総合病院事業の４１億０，８０９万

円、水道事業の２４億５，０９６万円の順となっています。下水道事業が突出し

て多いのは、下水道の拡張に伴う地方債発行額の増加によるもので、現在の普及

率から推測すると、当分の間高い比率で推移すると考えられる。また、何れの会

計への負担見込額について、繰出し基準を上回る繰入見込額となっており、公営

企業の収支改善が課題と考えられます。 

 

④ 組合等負担等見込額 

・ 本市が加入する一部組合等は、長崎県後期高齢者医療広域連合、長崎県市町村

総合事務組合、北松南部清掃一部事務組合の３つです。何れの組合も地方債残高

が無いため、負担見込み額はゼロです。 

 

⑤ 退職手当負担見込額 

・ 退職手当負担見込額は２１０億８，９８７万円で、対分母比４２％です。一般

会計等が負担すべき職員数は、２，１１０名で、これは平成２１年度末の一般会

計・住宅事業会計・老人保健医療事業特別会計・介護保険事業特別会計に所属す

る職員と、特別職を合計した人数です。老人保健医療事業特別会計・介護保険事

業特別会計の職員については、一般会計が給与を負担しているため、退職手当の

負担見込み額についても、一般会計等が負担することとなります。 

  前年度と比較し負担見込額は減少しており、退職手当支給予定基本額の対象職

員の減と給与改定などの影響により減少しています。 

 

⑥ 設立法人の負債等負担見込額 

・ 設立法人の負債等負担見込額は３億３万円で、対分母比１％となっています。 
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・ このうち、土地開発公社にかかる負担額はゼロでが、これは土地開発公社の保

有する土地全てが佐世保市からの依頼土地であり、債務負担行為に基づき買戻し

がされているためです。土地開発公社独自に取得した資産は存在せず、健全経営

を行ってきたことが証明されています。 

・ 第三セクター等の損失補償債務等にかかる負担見込額が３億３万円であり、こ

の内訳は地方バス路線維持に係る損失補償８，８１１万円、長崎県信用保証協会

に係る損失補償１億６，７５０万円、長崎県林業公社に係る損失補償２，３８３

万円、佐世保市体育振興会に係る損失補償２，０５９万円です。 

 

⑦ 連結実質赤字額、組合等連結実質赤字額負担見込額 

・ 連結実質赤字額は黒字であるため、負担見込額はゼロです。 

・ 本市が加入する一部組合等は、長崎県後期高齢者医療広域連合、長崎県市町村

総合事務組合、北松南部清掃一部事務組合の３つです。何れの組合も黒字である

ため、負担見込額はゼロです。 

 

⑧ 充当可能基金 

・ 充当可能基金額は１７０億４，９５９万円で，分母比３４％です。充当可能基

金は、合併市町村振興基金と中央卸売市場移転整備基金を除く全ての基金が対象

となっています。 

・ 普通会計における積立金現在高の状況は、「第７表 積立金」（資料編７６ページ）

のとおりです。このうち財政調整基金は５３億４，４８６万円となり、標準財政

規模に対する比率は、９．１％となっています。（標準財政規模の５％程度が適当

といわれています。）なお、平成２１年度は佐世保地域広域市町村県組合の解散に

伴う返還金等を財政調整基金に積立てていることでその比率が大きくなっていま

すが、この特殊要因を除いても５．９％となっています。 

 

⑨ 充当可能特定歳入 

・ 充当可能特定歳入額２７２億３，６３９万円で，分母比５４％です。都市計画

税の一部、住宅使用料、地域総合整備資金等の貸付金、特別養護老人ホーム償還

相当分が該当し、それぞれ１４５億７，３２５万円、１０５億６，７８８万円、

１６億３，１６５万円、4 億６，３６１万円となっています。 

 

⑩ 基準財政需要額算入見込額 

・ 公債費等の交付税算入見込額は９５４億２，７４４万円で、分母比１９１％で

す。一般会計等の地方債残高と公営企業債等繰入見込額合計の５８．５％を占め

ており、交付税措置のある有利な市債を活用して来たことがわかります。 
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２ 財源の状況（歳入） 
（１）地方税 

・ 地方税の決算額は２９４億７，８６８万円で、前年度と比べると２．３％減とな

りました。 

これは、前年度に市税のうち個人市民税において臨時的な譲渡所得課税による市

民税所得割の増額という特殊要因があったことの反動によるものが主な要因です。 

なお、市税全体の地方財政計画（市町村税計）の減少率４．０％よりも１．７ポ

イント少なくなっています。 

歳入総額に占める地方税の割合は、昭和６３年度（３３．１％）をピークとして低

下を続けたのち、平成７年度から上昇に転じましたが、特別減税、景気の低迷等に

よる減収、経済対策などによる財政規模の拡大もあって平成１０年度から２年連続

で低下しました。平成１２年度から再び上昇し、平成１４年度に２８．７％となり

ましたが、平成１５年度及び平成１６年度は大口の未納の影響や市町村合併により

２８．３％と同率で推移し、平成１７年度から２年連続で低下し、平成１８年度は

２６．１％と昭和６０年度以降最低の割合にまで低下しましたが三位一体の改革に

伴う税源移譲などにより平成 19 年度、20 年度はそれぞれ２８．３％、２８．２％

と上昇傾向があったものの、平成２１年度については、国の経済対策に伴う国庫支

出金及び佐世保地域広域圏組合の解散に伴う構成団体への返還金といった特殊要因

が重なったことで、地方税の構成比は相対的に下がり２４．２％と低い水準になっ

ています。 

・ 市税の税目別内訳は、「第８表 市税の推移」（資料編７７ページ）のとおりであり、

主な税目についてみると、次のとおりです。 

普通税は２．３％減となっています。このうち、市民税については前述の個人市

民税の前年度の特殊要因の影響で、個人分が５．０％減、法人分が１．１％減とな

り、この結果、市民税全体では４．３％減となり、近年増収が続いていましたが減

収となっています。ただし、前年度の特殊要因を除くとほぼ増減はありません。固

定資産税については、０．３％減となりました。軽自動車税については、近年の好

調な売れ行きを反映して３．１％増、たばこ税については、３．８％減となってい

ます。 

目的税は１．４％減となりました。このうち都市計画税については１．３％の減、

入湯税については２．５％減となりました。 

・ 近年の市税収入額の推移は、「第６図 市税収入額の推移」（資料編９２ページ）の

とおりであり、収入総額は平成６年度及び平成１０年度には特別減税の実施等によ

り、また、平成１１年度から１５年度までは景気低迷の影響等により前年度を下回

りました。平成１６年度に多額の滞納繰越分の納入により結果的に前年度を上回り
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ましたが、平成１７年度には再び前年度を下回ることとなりました。平成１８年度

および 19 年度は、税源移譲等で個人市民税が大幅増であった影響もあり増加してい

ます。なお、平成４年度までは個人市民税が最も大きな割合を占めていましたが、「ハ

ウステンボス」の開設などによる固定資産税の増収により、平成５年度以降はその

順位が逆転しています。 

・内訳は市民税が４３．５％（前年度４４．５％）で最も大きい割合を占め、次いで

固定資産税が４２．４％（前年度４１．６％）となっており、両者で８５．９％（同

８６．１％）を占めています。 

 

（２）地方譲与税 

・ 地方譲与税の決算額は９億２，７６９万円で、前年度と比べると６．４％減となり

ました。また、歳入総額に占める割合は０．８％（前年度比率０．９％）でした。 

・ 地方譲与税の内訳をみると、道路特定財源の一般財源化に伴う地方道路譲与税

の名称変更により、地方揮発油譲与税が１億４，７４９万円の皆増、地方道路譲

与税が１億２０９万円（同５７．２％減）自動車重量譲与税が６億６，７５３万円

（同１０．０％減）、特別とん譲与税１，０５８万円（同５．９％減）となっていま

す。 

 

（３）地方交付税 

・ 地方交付税総額の決算額は２６５億９６４万円で、前年度と比べると４．０％増

となりました。また、歳入総額に占める割合は、平成２年度をピークとして低下傾向

にりましたが、平成７年度に上昇に転じたのちは平成１１年度まで１６％台～１９％

台で推移し、平成１２年度には平成４年度以来８年ぶりに２０％を超え、平成１４年

度まで３年連続で２０％を超えました。平成１５年度は、国の交付税総額が７．５％

減となったことにより１８．９％と大きく低下しました。平成１７年度以降は、合併

算定替の影響もあり２０％代で推移しています。平成２０年度は２２．３％（前年度

比０．８ポイント増）、平成２１年度は２１．８％（前年度比４．０％増）となって

います。 

・ 普通交付税の決算額は２４２億９，４１５万円で、前年度と比べると３．７％増

となりました。これは、地方雇用創出費の創設や地方財政計画の歳入歳出の見直しを

通じた地方財源の充実により１兆円が別枠加算されたことがその主な要因です。 

・ 特別交付税の決算額は２２億１，５５０万円で、前年度と比べると７．１％増と

なっています。 
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（４）地方特例交付金 

・ 地方特例交付金は、減税補てん特例交付金が廃止されたことに伴う経過措置とし

て平成１９年度に設けられた特別交付金と、平成１８年度に創設された児童手当の制

度拡充に伴う地方負担の増加に対応するために交付される児童手当特例交付金及び

所得税で控除しきれない住宅借入金等特別税控除の減収分と自動車取得税における

低燃費車・低公害車等を対象とする税率軽減措置の実施に伴う自動車取得税交付金の

減収による地方公共団体の減収分を補てんする減収補てん特例交付金との合算額で

ある。平成２１年度の決算額は前年度比３．７％増の３億４，８７３万円となってい

ます。 

 

（５）一般財源 

・ 一般財源の決算額は６００億７，８１６万円で、前年度と比べると０．４％増と

なりました。また、歳入総額に占める割合は、平成元年度（５６．６％）をピークと

して低下を続け、平成７年度～９年度にかけて一旦上昇したものの、経済対策などに

より国庫支出金、地方債が大きく増加したことなどから平成１０年度、１１年度に再

び低下し、平成１２年度、１３年度は一般財源総額の増加に加えて財政規模が縮小し

たことから上昇しました。平成１６年度は、多額の滞納繰越分の納入による地方税の

大幅増により５５．５％となり、平成１７年度は同影響などによって０．７ポイント

減の５４．８％となりました。平成１８年度は合併特例債の発行増による地方債の増

加により５３．９％となりました。平成２０年度は、地方税の増により５５．４％と

前年度比１．５ポイント上昇しました。平成２１年度は４９．４％となりましたが、

国の二度の補正予算による経済対策により国庫支出金が大幅に増加したことや佐世保

地域広域市町村圏組合の解散に伴う構成団体への返還金による財産収入の増や長崎県

市町村振興協会市町村配分金、中小企業緊急経営対策資金の融資枠の増額に伴う預託

収入の増により諸収入が増加したことなどの特殊要因が重なったことにより相対的に

比率が減少しています。 

・ 上記の(1)～(4)以外の一般財源では、利子割交付金１億９４７万円、地方消費税交

付金２４億３，７０４万円、ゴルフ場利用税交付金４，６０７万円、配当割交付金２，

２５６万円、株式譲渡所得等所得割交付金１，１３５万円、自動車取得税交付金１億

８，６９２万円となっており、前年度と比べ２．４％減となっています。 

 

（６）国庫支出金 

・ 国庫支出金の決算額は２１４億２７１２万円で、国の二度の補正予算による経済

対策により定額給付金給付事業費補助金、地域活性化臨時交付金の増により前年度

比５３．１％の大幅な増となっています。 

また、歳入総額に占める割合も前年度比４．５ポイント増の１７．６％となって
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います。 

・ 内訳をみると、生活保護費負担金が６４億４，１２７万円で最も大きな割合（構

成比３０．１％）を占め、定額給付金給付事業費補助金４０億３５４万円（同１８．

７％）、普通建設事業費支出金が３２億８，３８３万円（同１５．３％）、児童保護

費負担金が１５億９，３８５万円（同７．４％）となっています。 

・ また、内訳の増減率をみると、定額給付金給付事業費補助金１，３８８.３％増、

地域活性化臨時交付金（生活対策・公共投資・経済危機）１０６５．１％増、普通建

設事業費支出金が３４．７％増、障害者自立支援給付費等負担金１４．３％増、生活

保護費負担金が１２．６％増、児童保護費等負担金６．５％増となっています。 

 

（７）県支出金 

・ 県支出金の決算額は６５億１，１６８万円で、衆議院議員選挙・長崎県知事選挙

委託金や県の経済雇用対策事業である緊急雇用創出事業臨時特例補助金、ふるさと雇

用再生特別補助金や新型インフルエンザワクチン接種費用補助金の増により前年度

比７．６％増となっています。歳入総額に占める割合は、前年度比０．３ポイント減

の５．４％となっています。 

・ 内訳をみると、国庫財源を伴うものが４３億６，０７２万円で６７．０％（前年

度６４．５％）、県費のみのものが２１億５，０９６万円で３３．０％（同３５．５％）

となっています。 

また、種別の内訳では、児童保護費負担金９億８，５９０万円（構成比１５．１％）

と最も大きな割合、障害者自立支援給付費等負担金が９億３，１７６万円（同１４．

３％）を占め、普通建設事業費支出金が６億１，６４２万円（同９．５％）以下、

児童手当交付金５億９６９万円（同７．８％）の順となっています。 

・ 内訳の増減率をみると、児童保護費負担金が３１．８％増、障害者自立支援給付

費等負担金が１１．７％増、児童手当交付金が８．５％の増、普通建設事業費支出金

が２０．１％の減となっています。 

 

（８）地方債 

・ 地方債の決算額は９０億２，７００万円で前年度と比べると臨時財政対策債の増

などにより１２．４％増となっています。 

・ 地方債依存度（歳入総額に占める地方債の割合）は前年度と比べると０．１ポイ

ント減の７．４％であり、平成２０年度の地方全体の平均値（１０．８％）を下回っ

ています。 

なお、この地方債依存度の推移は、「第７図 地方債依存度の推移」（資料編９３ペ

ージ）のとおりです。 

・ 地方債の種類別の発行状況をみると、合併特例事業債を含む一般単独事業債が４

０億３，４５０万円で最も大きな割合（地方債発行額の４４．７％）を占め、以下、
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臨時財政対策債が３４億９，１６０万円（同３８．７％）、一般公共事業債５億８，

７３０万円（同６．５％）、過疎対策事業債が４億３，４５０万円（同４．８％）

の順となっています。 

 

（９）その他の収入 

① 使用料、手数料 

・ 使用料及び手数料の決算額は２８億９，２１５万円で、前年度と比べると１．

３％増となっており、歳入総額に占める割合は２．４％（前年度２．７％）となっ

ています。 

・ 使用料の決算額は２１億６０５万円で、前年度と比べると４．４％減となって

います。その内訳をみると、公営住宅使用料が１３億４，５５６万円（前年度比０．

２％増）、保育所使用料１億１，４２９万円（同３８．９％減）となっています。 

・ 手数料の決算額は７億８，６１０万円で、前年度と比べると２０．７％増とな

っています。その内訳をみると、戸籍手数料など法定受託事務に係るものが１億４，

８１１万円（前年度比２．０％増）、徴税手数料など自治事務に係るものが６億３，

７９９万円（同２６．０％増）となっています。 

② 国有提供施設等所在市町村助成交付金（通称「基地交付金」） 

・ 基地交付金の決算額は７億４，８５１万円で、前年度と比べると１．８％減と

なっています。 

③ 繰入金 

・ 繰入金の決算額は５３億８，３４５万円で、前年度と比べると５２．３％増と

なっており、財政調整基金からの繰入金が１０億１，７３１万円増加したことなど

によるものです。 

④ 繰越金 

・ 繰越金の決算額は４１億１，０３９万円で、前年度と比べると３．５％増とな

っています。歳入総額に占める割合は３．４％と前年度と比べ０．３ポイント減少

しています。 

・ 内訳を見ますと、純繰越金が３３億２，３７１万円で前年度と比べると２．７％

増、繰越事業充当繰越金が７億３，３７９万円で前年度比６．７％減となっていま

す。 

  ⑤ その他 

・ その他の収入の決算額は１１４億２，９３２万円で、前年度比４４．７％増と

なっており、歳入総額に占める割合は９．４％となっています。 

・ その内訳をみると、諸収入が６２億２，８０３万円（前年度比２８．３％増）

となっておりますが、長崎県市町村振興協会市町村配分金７億５７０万円や中小企

業緊急経営対策資金融資預託収入２５億９，１５０万円による増です。財産収入が
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２８億９，３２７万円（同２７９．３％増）となっておりますが、佐世保地域広域

市町村圏組合の解散に伴う構成団体への返還金が２０億４，３８３万円あったこと

による増です。分担金及び負担金が２２億２，６３８万円（同０．６％増）、交通

安全対策特別交付金４，７９２万円（同１．８％増）、寄附金が３，３７２万円（同

４６．０％増）となっています。 
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３ 経費の内容（目的別歳出） 
（１）総務費 

・ 総務費の決算額は１７８億２，１７４万円で、基金造成費、高砂街区再整備事業、

佐世保地域広域市町村圏組合清算経費の増により前年度比３９．３％増となっていま

す。また、総務費の歳出総額に占める割合は前年度比２．８ポイント増の１５．２％

となっています。 

・ 総務費の目的別内訳は、全般的な管理事務費である総務管理費が最も大きな割合

（総務費総額の９０．２％）を占め、以下、徴税費（同５．２％）、戸籍・住民基本

台帳費（同２．４％）、選挙費（同１．４％）、監査委員費（同０．５％）、統計調査

費（同０．３％）の順となっています。また、各費目の伸び率は、総務管理費が４２．

８％増（基金造成費、高砂街区再整備事業、佐世保地域広域市町村圏組合清算経費の

増）、徴税費が１．７％減、戸籍・住民基本台帳費が１１．０％増、監査委員費が０．

３％減、選挙費が２０６．５％増（選挙執行費の増（衆議院議員選挙、県知事選挙））、

統計調査費が１７．５％増となっています。 

・ 性質別内訳は、積立金が最も大きな割合（３２．５％）を占め、以下、人件費（３

２．２％）、物件費（１３．８％）、普通建設事業（１１．７％）、補助費等（９．４％）

の順となっています。 

また、各性質の対前年度の伸び率をみると、補助費等が２１７．３％増（佐世保

地域広域市町村圏組合清算経費の増）、人件費が６．６％増、物件費１９．２％

増（庁内情報化基盤整備事業費の増）、普通建設事業費が６０．９％増（高砂街

区再整備事業費の増）、積立金等が６８．５％増（佐世保地域広域市町村圏組合

返還金等の財政調整基金への積立の増）となっています。 

・ 主な事業（特徴的なもの）としては、高砂街区再整備事業費２２億７，９１６万

円、庁内情報化基盤整備事業１億２６２万円、市町合併準備事業７億３，８３９万

円などです。 

 

（２）民生費 

・ 民生費の決算額は３３５億７，６５６万円で、生活保護費、児童福祉費などの扶

助費の増により、前年度と比べると５．２％増となっています。また、民生費の歳出

総額に占める割合は前年度比２．５ポイント減の２８．６％で、最も大きな構成比と

なっています。 

・ 民生費の目的別内訳は、児童福祉費が最も大きな割合（民生費総額の３１．０％）

を占め、以下、生活保護費（同２６．６％）、老人福祉費（同２１．７％）、障がい者

福祉対策や他に分類できない総合的な福祉対策に要する経費である社会福祉費（同２

０．７％）、災害救助費（同０．０％）の順となっています。また、各費目の伸び率

は、児童福祉費が４．９％増（子育て応援特別手当支給事業費、東部子育て支援セン
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ター建設事業費の増など）、生活保護費が６．０％増（被保護者の増など）、社会福祉

費が６．７％増（障害者自立支援給付費の増など）、老人福祉費が３．１％増（後期

高齢者医療制度・療養費負担金の増など）、災害救助費が３１．６％増となっていま

す。 

・ 性質別内訳は、扶助費が最も大きな割合（民生費総額の６２．８％）を占め、以

下、繰出金（同２３．６％）、人件費（同４．５％）、物件費（同４．３％）、補助費

等（同２．９％）の順となっています。また、各費目の対前年度の伸び率をみると、

扶助費が５．７％増（障害者自立支援費の増など）、繰出金が２．９％増（後期高齢

者医療制度関連経費の増）、人件費が４．８％減、物件費が３．３％増、補助費等が

１．１％減となっています。 

・ 主な事業（特徴的なもの）としては、介護保険事業会計繰出金３０億２，３０２

万円、後期高齢者医療制度療養給付費負担２３億２，３１０万円、生活保護費８３億

９，８９０万円、敬老特別乗車証交付事業 3 億８，８４２万円などであります。 

 

（３）衛生費 

・ 衛生費の決算額は１０３億６，５６４万円で、前年度比４．３％増となっていま

す。また、衛生費の歳出総額に占める割合は前年度比０．９ポイント減の８．８％と

なっています。 

・ 衛生費の目的別内訳は、保健衛生費が最も大きな割合（衛生費総額の５２．７％）

を占め、以下、清掃費（同４１．６％）、保健所費（同５．５％）、結核対策費（同

０．３％）の順となっています。また、各費目の対前年度の伸び率は、清掃費が５．

８％減、保健衛生費が１４.３％増、保健所費が３．８％増、結核対策費が２８．２％

減となっています。 

・ 性質別内訳は、物件費が最も大きな割合（衛生費総額の３６．４％）を占め、以

下、人件費（同２４．９％）、普通建設事業費（同１５.７％）、補助費等（同１４．

４％）、水道事業及び総合病院事業に対する投資及び出資金（同４．６％）の順とな

っています。また、各費目の対前年度の伸び率をみると、普通建設事業費が１５.９％

減（焼却灰溶融施設建設事業費及び、西部芳世苑建替事業の減など）、物件費が１２．

２％増、人件費が２．２％増、投資及び出資金が１６．５％増（水道事業会計出資金

の増など）、補助費等が４．０％増（下水道事業会計への繰出し金の増など）となっ

ています。 

・ 主な事業（特徴的なもの）としては、健康診査事業３億６，３２５万円、予防接

種事業３億１，１４３万円などです。 

 

（４）農林水産業費 

・ 農林水産業費の決算額は２８億５，３８７万円で、前年度と比べると１．３％減
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となっています。構成比は、昭和６２年度の４．８％をピークとして低下傾向にあり、

特殊要因が重なったことによりわずかながら上昇したものの、依然として低い水準に

あります。 

・ 農林水産業費の目的別内訳は、水産業費が最も大きな割合（農林水産業費総額の

３２.９％）を占め、以下農業費（同３１．６％）、農地費（同１７．０％）、畜産業

費（同１１.７％）、林業費（同６．７％）の順となっています。また、各費目の対前

年度の伸び率は、農業費が２０．０％増（農政ビジョン施設整備事業の増など）、水

産業費が２６．８％減（神崎地区・宇久地区水産物供給基盤整備事業の減など）、農

地費が２９．６％増（耕作放棄地解消緊急整備事業、老朽ため池整備事業費の増など）、

畜産業費が４．０％増となっています。 

・ 性質別内訳は、漁港整備事業、基盤整備促進事業（農道整備など）などの普通建

設事業費が最も大きな割合（農林水産業費総額の４４．８％）を占め、以下、人件

費（同２０．９％）、補助費等（同１６．２％）、貸付金（同８．２％）の順となっ

ています。また、各費目の伸び率をみると、普通建設事業費が４．７％減（神崎地

区・宇久地区水産物供給基盤整備事業の減など）、人件費が６．５％増、補助費等が

３．０％減、貸付金が０．１％減となっています。 

・ 主な事業（特徴的なもの）としては、漁港整備事業費４億５，５２０億円、中山

間地域等直接支払事業費２億３，０５７万円などです。 

 

（５）商工費 

・ 商工費の決算額は１１９億９，１２４万円で、前年度比８２．７％増となってい

ます。また、商工費の歳出総額に占める割合は前年度比３．８ポイント増の１０.２％

となっており、平成６年度、７年度の９．８％をピークとして低下傾向で、平成１４

年度以降６％前後で推移していましたが、平成２１年度は定額給付金事業等経済対策

により比率が大幅に上昇しました。 

・ 商工費の性質別内訳は、平成２１年度は定額給付金給付事業により補助費が最も

大きな割合（商工費総額の４１．０％）を占め、以下、中小企業資金融資預託金な

どの貸付金が（同３３．６％）、普通建設事業費（同１４.３％）、卸売市場事業に対

する繰出金（同４．８％）、物件費（同４．３％）の順となっています。また、各費

目の対前年度の伸び率をみると、貸付金が１１.８％増（中小企業資金融資預託金の

増）、補助費等が７３９．１％増（定額給付金給付事業の増）、繰出金が８．１％増

（卸売市場事業への繰出金の増）、普通建設事業費が３６．９％増（水族館整備事業

費、動植物園活性化事業の増など）、物件費が４１．１％増（定額給付金給付事業の

増）となっています。 

・ 主な事業（特徴的なもの）としては、中小企業融資事業費４０億円、水族館整備

事業費１１億７，８３０万円、させぼ振興券発行事業２億５，９９０万円、動植物園
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活性化事業１億８，３６３万円などです。 

 

（６）土木費 

・ 土木費の決算額は１１４億２，８１２万円で、前年度と比べると９．８％増とな

っています。また、土木費の歳出総額に占める割合は前年度比０．７ポイント減の９．

８％となっています。 

・ 土木費の目的別内訳は、都市計画費が最も大きな割合（土木費総額の２９．４％）

を占め、以下、道路橋りょう費（同２９．１％）、港湾費（同１６．１％）、住宅費（同

１２．４％）、土木管理費（同７．３％）、河川費（同５．８％）、の順となっていま

す。また、各費目の伸び率は、都市計画費が２．０％増、道路橋りょう費が３．０％

増、住宅費が２６．２％減（公営住宅建設事業費の減など）、港湾費が７３．７％増

（多目的国際ターミナル整備事業の増など）、河川費が１３.３％減、土木管理費が２

６．０％増となっています。 

・ 性質別内訳は、普通建設事業費が最も大きな割合（土木費総額の５０．５％）を

占め、以下、人件費（同１４.８％）、下水道事業への繰出金などの補助費等（同１４．

０％）、物件費（同６．７％）、道路補修などの維持補修費（同５．０％）、港湾整備

事業への繰出金（同３．２％）の順となっています。また、各費目の対前年度の伸び

率をみると、普通建設事業費が２．５％増、人件費が０．４％増、補助費等が８．０％

増、繰出金が１３．６％増（港湾整備事業繰出金の増）、物件費が４．４％減、維持

補修費が９．２％増、投資及び出資金１．０％減となっています。 

・   主な事業（特徴的なもの）としては、斜面密集市街地対策事業１億９，６５１万

円、公営住宅建設事業費２億４，７０９万円、多目的国際ターミナル３億７，１２

９万円などです。 

 

（７）消防費 

・ 消防費の決算額は４１億６，３５３万円で、前年度比１．３％増となっています。

また、消防費の歳出総額に占める割合は前年度から０．５ポイント減少し３．５％と

なっています。 

・ 消防費の性質別内訳は、人件費が最も大きな割合（消防費総額の７８．１％）を

占め、以下、消防施設の整備、消防車両等の購入等に要する経費である普通建設事業

費（同１０.４％）、物件費（同８．５％）、消防団運営交付金などの補助費等（同２．

６％）の順となっています。また、各費目の伸び率をみると、人件費が１．７％減、

普通建設事業費が２３．６％増（車両管理費等の増など）、物件費が１４.７％増、補

助費等が１４．９％減（一部事務組合への負担金の減）となっています。 

・  主 な 事 業 （ 特 徴 的 な も の ） と し て は 、 通 信 指 令 シ ス テ ム 整 備 事 業 費        

９，９９８万円、自動車・機械維持管理事業費７，８４３万円などです。 
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（８）教育費 

・ 教育費の決算額は９７億７７０万円で、前年度と比べると１３．０％増となりま

した。また、教育費の歳出総額に占める割合は前年度比０．１ポイント減の８．３％

となりました。 

・ 教育費の目的別内訳は、小学校費が最も大きな割合（教育費総額の３１．２％）

を占め、以下、社会教育費（同２２．０％）、体育施設や学校給食などに要する経費

である保健体育費（同１７．３％）、中学校費（同１４.５％）、私立学校の振興、奨

学金などに要する経費である教育総務費（同８．５％）、幼稚園費（同６．４％）の

順となっています。また、各費目の対前年度の伸び率は、小学校費が３８．６％増（小

学校屋内運動場改築費の増など）、社会教育費が２４．６％増（総合教育センター（仮

称）建設費の増など）、保健体育費が１０.１％増、中学校費が１８．７％減（中学校

屋内運動場建設費の減など）、教育総務費が０．６減、幼稚園費が３．８％増となっ

ています。 

・ 性質別内訳は、学校運営に要する経費などの物件費が最も大きな割合（教育費総

額の３１．５％）を占め、以下、人件費（同２５．６％）、小学校や中学校の校舎等

施設整備に要する経費などの普通建設事業費（同３０．７％）、補助費等（同９．１％）

の順となっています。また、各費目の伸び率をみると、物件費が９．９％増、人件費

が４．１％減、普通建設事業費が４３．２％増（総合教育センター（仮称）建設費、

小学校屋内運動場改築費の増など）、補助費等が４．４％増となっています。 

・ 主な事業（特徴的なもの）としては、総合教育センター（仮称）建設費４億４，

１０２万円、小・中学校耐震対策事業費２億６４７万円、小学校屋内運動場事業費

２億５，１６５万円などです。 

 

（９）その他 

・ 議会費の決算額は６億６，３３４万円で、前年度比０．９％減となっており、ま

た、歳出総額に占める割合は０．６％で昨年と変わっていません。 

・ 労働費の決算額は２億４，８７８万円で前年度比１６３．２％増となっています

が、こらは、県の経済雇用対策である緊急雇用創出事業、ふるさと雇用再生特別基金

事業を実施したことによる増です。また、歳出総額に占める割合は０．２％となって

います。 

・ 災害復旧費の決算額は３億６，６４０万円で、前年度比４４０．２％増となって

おり、これは、前年度の災害発生が少なかったことによるものです。また、歳出総額

に占める割合は０．３％となっています。 

・ 公債費の決算額は１４０億１，１０５万円で、前年度比０．９％減となっていま

す。また、歳出総額に占める割合は１１.９％となっています。近年の低金利傾向も
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あり利子償還額が減少したものです。 

・ 諸支出金の決算額は１億５，４１８万円で、交通事業への繰出の減により前年度

と比べると１０．８％減となっており、また、歳出総額に占める割合は０．１％とな

っています。 
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４ 経費の構造（性質別歳出） 
（１）義務的経費 

① 決算額 

義務的経費の決算額は５３９億４８７万円で、前年度比２．３％増となっています。

また、義務的経費の歳出総額に占める割合は４５．９％で、前年度に比べ５．３ポイ

ント減少しています。 

② 推移 

義務的経費の近年の推移は、「第６表 歳出の推移（性質別）」及び「第８図 義務的

経費の推移」（資料編７０ページ）のとおりです。昭和６０年度（５７．４％）以降

低下を続けていましたが、平成５年度に上昇に転じたのち、平成１０年度から経済対

策などによる財政規模の拡大などによって４５％を下回っていました。平成１３年度

に財政規模の縮小により再び４５％を上回ったのち、平成１４年度以降、更なる財政

規模の縮小及び扶助費の増により比率を高めています。平成２１年度については、義

務的経費についても増加しましたが、国の経済対策等により普通建設費が大幅に増加

する等で歳出規模が大きくなり、歳出に占める比率としては相対的に減少しておりま

す。 

③ 内訳 

義務的経費の内訳をみると、扶助費が２１２億３，０９３万円で義務的経費に占め

る割合は３９．４％、人件費が１８６億６，２９７万円で３４．６％、公債費が 

１４０億１，０９７万円で２６．０％となっています。 

ア 人件費 

・ 人件費の決算額は１８６億６，２９７万円で、前年度比１．１％増となって

おり、これは、地方公務員共済組合等負担金及び退職金の増によるものです。。 

・ 人件費の歳出総額に占める割合は１５．９％で、前年度比で２．１ポイント

減少し、１２年連続で２０％を下回っています。 

・ 人件費の主な内訳は、職員給が６８．５％を占め、以下、地方公務員共済組

合等負担金１３．９％、退職金１０．８％、委員等報酬３．４％、議員報酬手

当２．０％の順となってます。 

また、各費目の伸び率をみると、職員給は２．７％減、地方公務員共済組合

等負担金が９．０％増、退職金が１７．６％増、委員等報酬が６．１％増、議

員報酬手当が１．６％減となっています。 

・ 職員給の決算額は１２７億７，９８３万円で、前年度比２．７％減となって

います。 

職員給の主な内訳をみると、職員給総額の６５．７％を占める基本給が１．

７％減、３４．３％を占めるその他の手当が４．５％減となっています。 

職員給の部門別構成比は、総務関係が最も大きな割合（２４．１％）を占め、
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以下、消防関係（１９．８％）、衛生関係（１６．６％）、教育関係（１３．１％）、

土木関係（１０．９％）、民生関係（９．５％）の順となっています。 

・ 職員数（普通会計分）の推移は「第９図 職員数の推移」（資料編９５ページ）

のとおりです。平成２２年４月１日現在の職員数は、２，０４４人となってい

ます。 

イ 扶助費 

 ・ 扶助費の決算額は２１２億３，０９３万円で、生活保護費、社会福祉費の増

などにより前年度と比べると５．８％増となっており、平成３年度から増加を

続けて、平成１２年度に老人福祉費が介護保険へ移行したことにより一時的に

減少しましたが、増加傾向がつづいています。 

・ 扶助費の歳出総額に占める割合は１８．１％で、前年度比１．４ポイント減

となっています。平成２１年度は国の経済対策等で歳出規模が大きくなってい

るので構成比は減少しています。 

 ・ 扶助費の目的別内訳は、生活保護費が８３億９，８９０万円で最も大きな割

合（扶助費総額の３９．６％）を占めており、以下、児童福祉費８２億８，１

２２万円（同３９．０％）、社会福祉費４０億１，５４０万円（同１８．９％）、

老人福祉費３億７，５０１万円（同１．８％）の順となっています。これら各

費目の対前年度の伸び率をみると、生活保護費が８．２％増、児童福祉費が１．

０％増、社会福祉費が１２．６％増、老人福祉費が８．３％減となっています。 

・ 扶助費の目的別内訳構成比の推移は、「第１０図 扶助費の推移」（資料編９６

ページ）のとおりです。生活保護費は地域経済の状況を反映し、近年は４０％

台を推移していましたが、１９年度に初めて児童福祉費が児童手当の増などに

より、４０％を上回り、構成比で平成２０年度において児童福祉費４０．４％、

生活保護費３９．９％と児童福祉費が生活保護費を上回る結果となりました。

平成２１年度は児童福祉費３９．０％、生活保護費３９．６％という構成比に

なっています。 

・ 扶助費のうち単独施策分（県単独を含む）をみると、その額は 

１３億９，２４５万円で、前年度と比べると５．８％減となっています。 

ウ 公債費 

・ 公債費の決算額は１４０億１，０９７万円で、前年度比０．９％減となって

います。 

・ 公債費の歳出総額に占める割合は１１．９％で、前年度比１．９ポイント減

となっています。昭和６０年度（９．２％）以降低下してきましが、平成２年

度（７．９％）を底に上昇に転じています。その後、経済対策などによる財政

規模の増減によって単純比較はできないものの、平成１９年度は１３．３%、２

０年度では１３．８%となっていた比率は２１年度では１１．９%へ減少してい
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ます。今後は、臨時財政対策債や合併特例債の元金の償還が本格化するなど、

増となっていく要素が多いです。 

 ・ 公債費の内訳をみると、地方債元金償還金が１１７億３，３８８万円、利子

が２２億７，６８５万円、一時借入金利子が２４万円となっています。それぞ

れの伸び率をみると、元金償還金が０．２％増、近年の低金利の影響により利

子が６．６％減、一時借入金利子が５１．７％減となっています。 

・  地 方 債 元 金 償 還 額 の 目 的 別 内 訳 を み る と 、 一 般 単 独 事 業 債 が        

３２億３，９３８万円で最も大きな割合（元金償還額の２７．６％）を占め、

以下、教育・福祉施設等整備事業債２２億８，８３４万円（１９．５％）、一般

公共事業債１７億１，５３３万円（１４．６％）、過疎対策事業債１２億６３７

万円（１０．３％）、公営住宅建設事業債７億７，０４８万円（６．６％）、減

税補てん債５億９，８９９万円（５．１％）、財源対策債４億９，０５１万円（４.

２％）、となっています。なお、特例債（通常収支不足、減税などの財源不足に

対する補てん措置）の合計は２１億８，０４９万円で、その構成比は１８．６％

となっています。 

 

（２）投資的経費 

・ 投資的経費の決算額は１６８億２，９００万円で、前年度比１８．４％増となって

おり、高砂街区再整備事業などの大型事業の進捗に加え、国の補正予算に伴う地域活

性化・経済対策臨時交付金事業などにより普通建設事業費が大幅に増加しました。 

・ 投資的経費の歳出総額に占める割合は前年度と比べると０．５ポイント増加し１

４．３％となっています。 

・ 投資的経費の内訳をみると、普通建設事業費が９７．８％、災害復旧費が２．２％

となっています。 

①�   普通建設事業費 

・ 普通建設事業費の決算額は１６４億６，２６１万円で、前年度比１６．４％

増となっており、平成１３年度から連続して減少していましたが、平成１８年

度・１９年度は、焼却灰溶融施設、高砂街区再整備事業等大型事業の実施によ

り増大していました。平成 20 年度はこれらの事業が落ち着いたことから減少し

ていましたが、平成２１年度は上記で述べたとおり、大きく増加しています。 

・ 普通建設事業費の内訳は、単独事業費１１５億３，９１６万円（７０．１％）、

補助事業費４５億６，９２１万円（２７．８％）、県営事業負担金３億６１６万

円（１．９％）、受託事業費４，１５０万円（０．３％）、国直轄事業負担金６

５７万円（０．０%）の順となっています。これを補助、単独別に区分すると、

補助４６億１，７２９万円（２８．０％）、単独１１８億４，５３２万円（７２．
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０％）となっており、昭和６３年度以降は平成１２年度を除き単独が補助を上

回っています。 

また、各費目の伸び率をみますと、単独事業費３５．８％増、補助事業費１

２．０％減、県営事業負担金１０．９％減、受託事業費６０．３％減となって

います。これを補助、単独別でみると、補助１２．８％減、単独３３．９％増

となっており、単独が大幅に増加しました。 

・ 昭和６０年度以降における普通建設事業費の推移は、「第６表 歳出の推移（性

質別）」（資料編７０ページ）、「第１１図 普通建設事業費の歳出に占める割合の

推移」（資料編９７ページ）及び「第１２図 普通建設事業費とその目的別内訳

の推移」（資料編９８ページ）のとおりです。 

補助事業費については、平成２年度から４年度にかけての総合経済対策の実

施による増加及び平成５年度以降のその反動での低下傾向があり、また平成９

年度からの大型事業の進捗に加え経済対策による公共投資の追加などによる増

加及び平成１２年度以降の減少と、大型事業、経済対策等の実施により増加減

少を繰り返しています。平成１８年度以降増加に転じているのは、過去の例と

同様に、焼却灰溶融施設建設や栄・常盤地区市街地再開発といった大型事業の

着手・本格化に伴うものです。平成２０年度は事業量が減少し、平成２１年度

については公営住宅建設、学校建設事業の減により減少しています。 

単独事業については、昭和６３年度から平成４年度までの間、リゾート構想

推進（烏帽子岳高原リゾート、鹿子前地区）、東部芳世苑建設、図書館建設など

の実施によって、平成元年度を除きいずれも２桁の伸びとなった後、大型事業

が一段落ついたこともあって低下傾向にありました。平成１０年度からは廃棄

物処理施設整備、経済対策、長崎国際大学開学支援などにより、事業費として

は高い水準となっていますが、平成１２年度は長崎国際大学開学支援補助金の

減少などにより大幅な減少となりました。平成１３年度は山澄地区公民館（仮

称）等建設、アルファ駐車場購入事業、経済対策による公共投資の追加などに

より３年ぶりの増加となりましたが、平成１４年度は、経済対策による公共投

資の追加は行ったものの、上述したアルファ駐車場購入事業の減などにより大

幅な減少となり、平成１５年度からは大型事業の減に加え、道路橋りょう費な

ど通常の事業費が減になりました。平成１８年度以降増加に転じているのは補

助事業と同様に西部芳世苑建替、高砂地区再整備事業といった大型事業の着

手・本格化に伴うものです。平成２０年度は事業費は減少しましたが、平成２

１年度は高砂街区再整備事業などの大型事業の進捗に加え、国の補正予算に伴

う地域活性化・経済対策臨時交付金事業などにより大幅に増加しました。 



 

- 42 - 

・ 普通建設事業費の目的別内訳は、「第１２図 普通建設事業費とその目的別内訳

の推移」（資料編９８ページ）及び「第１３図 普通建設事業費の内訳（土木）

の推移」（資料編９９ページ）のとおりであり、土木費が最も大きな割合（普通

建設事業費の３５．１％）を占め、以下、教育費（同１８．１％）、総務費（同

１２．７％）、商工費（同１０．４％）、衛生費（同９．９％）、農林水産業費（同

７．８％）の順となっています。 

なお、土木費の内訳別に普通建設事業費に占める割合をみると、道路橋りょ

う費がもっとも大きな割合（４５．４％）を占め、以下、港湾費（２２.４％）、

都市計画費（１２．３％）、住宅費（１０.２％）、河川費（９．４％）の順とな

っています。 

・ 補助事業費及び単独事業費の構成比をみると、民生費（単独事業費の構成比

４７．２％）以外単独事業費の割合が大きく、商工費（同９９．２％）、総務費

衛生費（同９２．６％）、消防費（同９１．３％）、総務費（同８５．９％）、教

育費（同６９．１％）、土木費（同５９．２％）、農林水産業費（同５５．４％）

となっています。 

・ 普通建設事業費の目的別内訳を１０年前である平成１１年度の決算額と比べ

ると（「第１４図 普通建設事業費の目的別内訳の状況」（資料編１００ページ））、

水族館整備を行っている商工費（３．８１倍）が１．０倍を超えた他は、衛生

費（０．３７倍）、農林水産業費（０．８１倍）、土木費（０．４３倍）、教育費

（０．９８倍）といずれも１０年前よりも減少しています。普通建設費全体で

も（０．６２倍）と減少しています。 

 

ア 補助事業費 

・ 補助事業費の決算額は４６億１，７２９万円で、平成１３年度以降連続し

ての減額となっていたましたが、焼却灰溶融施設建設事業、光センサーみか

ん選果機導入補助等の増があったことにより、平成１８年度、平成１９年度

と２年連続で増加していましたが、事業が落ち着いたことから平成 20 年度は

１９．７％減となり、平成２１年度においては公営住宅建設事業、学校建設

事業の減により１２．８％減となっています。 

・ 補助事業費の目的別内訳は、「第１５図 普通建設事業費の目的別内訳（補

助事業費、単独事業費の別）」（資料編１０１ページ）のとおりであり、土木

費が最も大きな割合（補助事業費の５１．１％）を占め、以下教育費（同１

９．９％）、農林水産業費（同１２．３％）、民生費（同６．６％）の順とな

っています。なお、「第１６図 普通建設事業費のうち土木費の目的別内訳（補
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助事業費、単独事業費の別）」（資料編１０２ページ）のとおりで、土木費の

内訳別に普通建設事業費（補助事業費）に占める割合をみると、港湾費（３

５．９％）がもっとも大きな割合を占め、以下道路橋りょう費・河川費（２

８．０％）、都市計画費（１８．６％）、住宅費（１７．５％）の順となって

います。 

イ 単独事業費 

・ 単独事業費の決算額は１１８億４，５３２万円で、高砂街区再整備事業な

どの大型事業の進捗に加え、国の補正予算に伴う地域活性化・経済対策臨時

交付金事業などにより、前年度比３３．９％増となっています。 

・ 単独事業費の目的別内訳は、「第１５図 普通建設事業費の目的別内訳（補

助事業費、単独事業費の別）」（資料編１０１ページ）のとおりであり、土木

費が最も大きな割合（単独事業費の２８．８％）を占め、以下、教育費（同

１７．４％）、総務費（同１５．２％）、商工費（同１４．３％）、衛生費（同

１２．７％）、の順となっています。なお、「第１６図 普通建設事業費のうち

土木費の目的別内訳（補助事業費、単独事業費の別）」（資料編１０２ページ）

において土木費の内訳別に普通建設事業費（単独事業費）に占める割合をみ

ると、道路橋りょう費・河川費がもっとも大きな割合（７３．８％）を占め、

以下、港湾費（１３．１％）、都市計画費（７．９％）、住宅費（５．２％）、

の順となっています。 

② 災害復旧事業費 

・ 災害復旧事業費の決算額は３億６，６４０万円で、平成２０年度が例年と比

較し災害発生が少なく、災害復旧事業費が少額であったため、前年度比は４４

０．２％と大幅な増となっています。 

・ 災害復旧事業費の内訳は、補助事業費が災害復旧事業費に占める割合４７．

４％、単独事業費が５２．６％となっています。 

・ 目的別にみると、公共土木施設災害復旧事業費が災害復旧事業費に占める割

合６６．４％、農林水産施設災害復旧事業費が３３．６％となっています。 

 

（３）その他の経費 

① 物件費 

・ 物件費の決算額は１２８億１，５１３万円で、前年度比１２．６％増となりま

した。 

・ 物件費の歳出総額に占める割合は１０．９％で、前年度より０．２ポイント減と

なりました。 

・ 物件費が前年度決算を上回ったのは、合併準備経費としてシステム統合の委託
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料や健康診査事業の委託料の増、小中学校管理運営事業費の増などによるもので

す。 

・ 物件費の内訳をみると、委託料が最も大きな割合（物件費総額の５２．０％）

を占めており、以下、消耗品費、光熱水費などの需用費（同２０．９％）、賃金（同

１０．１％）、通信運搬費などの役務費（同６．９％）、備品購入費（同３．１％）

などとなっています。 

・ 物件費の内訳を１０年前（平成１１年度）の決算額と比較しますと、委託料（１．

５４倍）、賃金（１．６７倍）、需用費（１．４２倍）、が物件費全体の伸び率（１．

４１倍）を上回る一方、役務費（０．９３倍）、旅費（１．３１倍）、交際費（０．

８６倍）、その他の物件費（１．３１倍）、備品購入費（０．９２倍）などはそれよ

りも低い伸び率となっており、内部事務の経費節減が進捗している状況が伺えま

す。 

② 維持補修費 

・ 維持補修費の決算額は８億３，７３８万円となっており、前年度比１３．０％

増となっています。 

・ 維持補修費の歳出総額に占める割合は０．７％で、前年度と同率となりました。 

・ 施設に係る維持補修費の内訳としては、道路橋りょうが全体の３７．６％を占

め、住宅２４．５％、小中学校１１．０％、庁舎１．８％、その他２５．１％とな

っています。 

③ 補助費等 

・ 補助費等の決算額は１２３億６，１８２万円で、前年度比８４．２％増となっ

ています。 

・ 補助費等の歳出総額に占める割合は１０．５％で、前年度と比べると４．０ポ

イント増加しています。 

・ 補助費等の内訳を目的別にみると、商工費が定額給付金給付事業の増により４

９億２，０２７万円で最も大きな割合（補助費等総額の３９．８％）を占めており、

以下、総務費１６億７，８０８万円（同１３．６）、土木費の１６億９８万円（同

１３．０％）、衛生費の１４億９，２９１万円（同１２．１％）、民生費９億７，７

９９万円（同７．９％）、教育費の８億８，５９７万円（同７．２％）、農林水産業

費の４億６，２８４万円（同３．７％）の順となっています。 

・ 補助費等のうち、公営企業会計に対する負担金及び補助金の決算額は２３億６，

６６０万円で、前年度と比べると６．２％増となっています。 

事業別にみると、下水道事業に対するものが１４億６，７１２万円で最も大き

な割合（地方公営企業会計に対する補助費等総額の６２．０％）を占め、次いで、

総合病院事業の４億６３６万円（同１７．２％）となっており、この両者で７９．

２％を占めています。以下、水道事業の２億７，６５４万円（同１１．７％）、交
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通事業の１億５，４１８万円（同６．５％）、簡易水道事業６，２４０万円（同２．

６％）の順となっています。 

⑤  繰出金 

・ 繰出金の決算額は９１億９，９４３万円で、前年度比４．０％増となっていま

す。 

・ 繰出金の歳出総額に占める割合は７．８％で、前年度と比べると０．８ポイン

ト減少しています。 

・ 繰出金の内訳を繰出先別にみると、後期高齢者医療会計に対するものが３０億

２，９６５万円で最も大きな割合（繰出金総額の３２．９％）を占めており、以下、

介護保険事業会計に対するものが３０億２，３０２万円（同３２．９％）、国民健

康保険事業会計に対するものが１８億５，４５９万円（同２０．２％）、準公営企

業会計に対するものが１０億７，９３９万円（同１１．７％）、老人保健医療事業

会計に対するものが８２０万円（同０．１％）の順となっています。 

・ 準公営企業会計に対する繰出金の内訳を事業別にみると、市場事業の５億８，

００４万円が最も大きな割合（準公営企業会計に対する繰出金総額の５３．７％）

を占め、以下、と畜場事業の２億７，８７０万円（同２５．８％）、港湾整備事業

の 1 億２，４２９万円（同１１．５％）、下水道（漁業集落排水）事業の５，５０

０万円（同５．１％）、宅地造成事業（港湾、市場事業の一部）に対するものが４，

１３６万円（同３．８％）の順となっています。 

・ 準公営企業会計に対する繰出金を目的別にみると、公債費財源繰出が６億６，

８３８万円（準公営企業会計に対する繰出金総額の６１．９％）、建設費繰出が

２億２，８３１万円（同２１．２％）、事務費繰出が１億８，２７０万円（同１

６．９％）となっています。 

⑥  積立金 

・ 積立金の決算額は６１億９，７１５万円で、前年度比７６．４％増となりまし

た。 

積立金の歳出総額に占める割合は５．３％で、前年度と比べると１．９ポイン

ト増加しています。佐世保地域広域市町村圏組合の解散に伴う返還金や長崎県市

町村振興協会市町村配分金を財源として財政調整基金に積立を行ったことが増加

の要因です。 

・ 積立金の内訳を基金の種類別にみると、財政調整基金に対するものは４０億５，

０９３万円で、前年度比２１億１，８９２万円増（１０９．７％増）、減債基金に

対するものは１５億９，６５０万円で、前年度比２億１，２５４万円増（１５．４％

増）、その他特定目的基金に対するものは５億４．９７３万円で、前年度比３億５，

３０９万円増（１７９．６％増）となっています。 
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・ 積立金のうち、その他特定目的基金に対する積立金の内訳をみると、住宅基金

が２億９，０７５万円で最も大きな割合（その他特定目的基金に対する積立金総額

の５２．９％）を占め、以下、ふるさと創生基金の６，０２９万円（同１１．０％）、

新規設置した低炭素化社会の推進を目的とするグリーンニューディール基金５，８

５４万円（同１０．６％）の順となっています。 

⑦  投資及び出資金 

・ 投資及び出資金の決算額は８億４，２６７万円で、前年度比５．８％増となっ

ています。 

・ 投資及び出資金の歳出総額に占める割合は０．７％で、前年度より０．１ポイ

ント減少しています。 

・ 投資及び出資金の内訳を目的別にみると、衛生費に係るものが４億８，０５３

万円で最も大きな割合（投資及び出資金総額の５７．０％）を占めており、以下、

土木費に係るもの３億６，２１５万円（同４３．０％）の順となっています。 

・ 投資及び出資金のうち、下水道事業に対するものが３億６，２１５万円で最も

大きな割合（投資及び出資金総額の４３．０％）を占めており、以下病院事業に対

するものが３億９，８３３万円（同４７．３％）、水道事業に対するものが８，２

２０万円（同９．８％）となっています。 

・ 平成２１年度末における投資及び出資金の現在高は２３０億９，４５４万円で、

前年度末と比べると８億４，２２９万円増（３．８％増）となっています。 

⑧  貸付金 

・ 貸付金の決算額は４３億６，４６９万円で、前年度比１１．０％増となってい

ます。 

・ 貸付金の歳出総額に占める割合は３．７％で、前年度と比べると０．１ポイン

ト減少しています。 

・ 貸付金の内訳を目的別にみると、商工関係が４０億円で最も大きな割合（貸付

金総額の９１．６％）を占めており、以下、農林水産業関係が２億３，２６６万円

（同５．３％）、教育関係が４，９６３万円（同１．１％）などとなっています。 

・ 貸付金の貸付期間別内訳をみると、年度内回収分が４３億１，０００万円で貸

付金総額の９８．７％を占めています。 

・ 貸付金のうち中小企業資金融資などの預託金が４３億１，０００万円で貸付金

総額の９８．７％となっています。 

・ 平成２１年度末における貸付金の現在高は６億９，９７３万円で、前年度より  

２，１６２万円減（３．０％減）となっています。 
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第３部 佐世保市財政白書資料編 
 
 
 


